
議案第２０号 

 

鯖江市一般職の職員の給与に関する条例および鯖江市職員の育児休業等に関する条

例の一部改正について 

 

鯖江市一般職の職員の給与に関する条例および鯖江市職員の育児休業等に関する条例

の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和６年２月２１日提出 

 

 

            鯖江市長  佐々木 勝 久 

 

 

提案理由 

人事院勧告および地方自治法の一部改正に伴い、所要の改正を行いたいので、この案

を提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



鯖江市条例第  号 

鯖江市一般職の職員の給与に関する条例および鯖江市職員の育児休業等に関する条

例の一部を改正する条例 

（鯖江市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 鯖江市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３０年鯖江市条例第３１号）の一

部を次のように改正する。 

第２条中「単身赴任手当」の次に「、在宅勤務等手当」を加える。 

第１０条の３第２項第２号中「定年前再任用短時間勤務職員および育児短時間勤務

職員等のうち、」を「第１１条第１項の規定により在宅勤務等手当を支給される職

員、定年前再任用短時間勤務職員および育児短時間勤務職員等（」に改め、「規則で

定める職員」の次に「に限る。）」を加える。 

第１１条を次のように改める。 

（在宅勤務等手当） 

第１１条 住居その他これに準ずるものとして規則で定める場所において、正規の勤

務時間（休暇により勤務しない時間その他規則で定める時間を除く。）の全部を勤

務することを、規則で定める期間以上の期間について１月当たり平均１０日を超え

て命ぜられた職員には、在宅勤務等手当を支給する。 

２ 在宅勤務等手当の月額は、３，０００円とする。 

３ 前２項に規定するもののほか、在宅勤務等手当の支給に関し必要な事項は、規則

で定める。 

第１７条に次の１項を加える。 

６ 任用期間が６月未満である第２号会計年度任用職員には、勤勉手当は支給しな

い。ただし、任用期間が６月に満たない場合であっても、第２号会計年度任用職員

が同一会計年度において任用され、その任用期間が通算して６月以上となった場合

には、当該会計年度内において、任用期間が６月以上である第２号会計年度任用職

員とみなす。 

第１９条の３第３項中「第１７条」を「第１７条の２」に改める。 

第１９条の５第１項中「報酬および期末手当」を「報酬、期末手当および勤勉手

当」に改め、同条第７項中「期末手当」の次に「および勤勉手当」を加え、同項後段

中「期末手当基礎額」の次に「および勤勉手当基礎額」を加え、同条第９項中「準用



する」を「準用し、勤勉手当の支給については、第１７条の規定を準用する」に改め

る。 

（鯖江市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 鯖江市職員の育児休業等に関する条例（平成４年鯖江市条例第２号）の一部を次

のように改正する。 

第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１

項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）を除く。）」

を削る。 

第８条中「会計年度任用職員」を「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第

２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 


